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留農薬のポジティブリスト制が今年５月29

日に始まりました。世間では、食品安全を

守るための規制が厳しくなったと受け止められて

います。しかし、それは表層的な見方。私は、こ

の制度が日本の農家に大きな意識改革をもたらし、

農家一人一人によるリスク管理が始まった、とと

らえているのです。

例えば、宮崎県総合農業試験場では制度開始以

降、農家が「残留農薬を測定してほしい」と野菜を

持ち込むケースが毎月何件もあるそうです。農家

の心配は、散布した農薬が周辺の対象外の作物に

までドリフトし残留することです。

風向きや風速に注意して散布するなどドリフト

対策は講じています。しかし、散布した側、かかっ

てしまったかもしれない側が、農薬の種類や収穫

期など情報交換しても残留の不安を拭えない場合

があります。そこで、試験場に持ち込むのです。

試験場では、双方の農家が分析に同意している場

合に限り受け入れ。毎月２、３件分析していますが、

これまで基準を超える残留結果が出たものは一つ

もないといいます。

ひと昔前は、農薬の種類も把握せず作物に病害

虫が発生しているかも確認しないまま、「この時期

に使えと指導されたから」と漫然と使っている農

家がいました。周辺の畑に何が植えられているか

など、だれも考えていませんでした。比べれば、

隔世の感があります。自分の作業を一つ一つ振り

返り情報交換し、どうしても不安が残る場合には

分析で決着をつける。これこそ、農家個々のリス

ク管理です。

宮崎県では、試験場が独自の残留農薬分析技術

を開発し、経済連がその技術を使って1999年から

農産物の自主検査を開始。現在は、年間4000検体

の分析を行っています。これらの豊富なデータを

解析した結果を基に、試験場の研究者はドリフト

に関する注意を、要注意の農薬名や作物名を挙げ

るなどしてかなり具体的に行ってきました。デー

タは雄弁です。農家は詳しい説明を受けて理解し、

自分たちなりに次のステップに踏み出しているの

です。

宮崎県だけでなくほかの地域でも、栽培する作

物や使用する農薬、季節や天候などを検討したう

えで適切な作業を選びとる、という意識が農家の

中に芽生え大きく育っている、と私は実感してい

ます。そして、目先の「安全」だけでなく長期的な

安全、農業環境保全へと、農家の目が向き始めて

います。ポジティブリスト制を契機に、農家は日々

の細かな選択の中で、収益を上げつつ持続できる

農業を模索しています。

農業環境技術研究所の研究者には、こうした日

本の農家を支えるために力を尽くしてほしいので

す。いえ、日本の姿を追随するように、アジア諸

国でも農家が、食料増産と食品安全、環境保全と

いう三つの難題の間の隘路で苦しんでいます。研

究者には、日本やアジアの多くの農民の姿を念頭

においたうえでさらに長期的な視点で農業環境を

見つめ、変化を把握し対策を提示する重要な役割

があります。

基礎データがあるからこそ変化が分かるのは言

うまでもありません。その点で、インベントリー

の充実に力を尽くし、一方でその時々の問題解決

に力を注いできた本研究所の100年あまりの歴史

は、貴重な財産です。

説得力のあるデータこそが、農家の意識、社会

の意識を変える本当の原動力となります。彼らに

応える研究を行い、学術論文や報告書として迅速

に情報を提供してほしい。その作業を通して、自

らの研究が実際の農業と環境の改善にどのように

結びつくかを考え、さらなる目標を見出し研究に

邁進してほしい。私のジャーナリストとしての役

割は、そのような確かな長期的な視点を持つ研究

を社会に分かりやすく伝え、適正な評価へとつな

げていくことだと考えています。

残

�


